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１ 石炭灰の実態



3１－１ 再資源化の状況

石炭灰は、火力発電所等から、石炭を燃焼させた後の燃えがらとして発生。主にセメント分
野や土木・建築分野にて再資源化。特に、セメント分野では発生量全体の6割以上を再資源
化。そのほか、埋立や最終処分を実施。

セメント分野では、セメントの原料である粘土を代替したり（セメント原材料）、セメントやコン
クリートに混合（コンクリート混和材）することで再資源化。

コンクリート混和材は、成分や粒度を厳正に管理し、JIS規格に適合させたもの。また、セメ
ント原材料は、原粉及び粗粉（＝粒度管理を通じて発生）で構成したもの。

〔石炭灰の再資源化内訳（2013年度、万トン）〕

出典：石炭エネルギーセンター

〔セメント分野における再資源化フロー〕
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4１－２ 輸出の状況

セメント分野は、国内需要の鈍化に伴い、今後、再資源化量の大幅な増加は難しい。また、
電力会社が有する石炭灰埋立場は、現状のペースでは10年強で満杯となる見通し。

一方、石炭灰の発生量は今後も現状相当の水準が見込まれており、再資源化先を拡大しな
ければ、最悪の場合、石炭火力発電所の運転に影響をきたすおそれもある。

2000年代に入り、電力会社等は、これら課題のほか、海外における旺盛な需要等に呼応す
る形で、石炭灰の輸出を開始。輸出量は年々増加し、直近で年間約160万トン。ほぼ全量を
韓国においてセメント原材料として再資源化している。

この輸出は、石炭灰の需給をバランスさせ、再資源化の継続･拡大に大きく貢献してきた。

石
炭
灰
輸
出
量
（万
ｔ
）

〔石炭灰の輸出量の推移〕

出典：環境省
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〔石炭灰埋立場の残容量（電力会社分）〕

埋立場の残容量
（H26年度末）

約23百万トン

÷

埋立場への年間埋立量
（H22～25年度平均）

約1.8百万トン/年

＝

埋立場の残余年数
（概算）

約13年

セメント需要はピー
ク時（90年、約8,600
万t）の約5割
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２ 石炭灰の輸出円滑化に向けた課題



6２－１ コンクリート混和材の取扱い （１）廃掃法

コンクリート混和材は、技術規格に適合するための品質管理、適切な保管・運搬を行っており、また需
要に応じて必要量を生産・出荷し、販売者・購入者双方にとり合理的な金額で取引している製品。

世界的にも、コンクリート混和材の需要は大きく、数千円/トンでの販売事例が多数存在。これまでは、
安定した品質・量を確保することの難しさ等から、輸出の実績は限られていたが、石炭灰の大型集積設
備の整備が実現すること等により、今後の拡大が期待される分野。

しかし、輸送距離の長さから「輸送費＞販売価格」となることで、廃掃法の対象と解釈される懸念あり。
その場合、長期の審査を要するほか、購入者に対しても廃棄物としての取扱いを求めることになり、商
機を逃すおそれがある。

コンクリート混和材は、相手国の技術規格に適合し商品価値を有した時点、すなわち発電所から出荷さ
れた時点から製品として、廃掃法の対象外である証明等※を頂きたい。
※9/29第1回会議で示された輸出円滑化の取組み

国 内 相手国

発電所 中継サイロ 港 船 港 セメント工場

発電所から出荷された

時点から製品

発電所

〔コンクリート混和材の輸出フロー（例）〕



7（参考）石炭灰の輸出における環境管理

石炭灰の輸出においては、飛散・流出が生じないよう、発電所で発生してから相手国に届く
まで、一貫して密閉での保管・運搬・荷積み・荷揚げを行う等、適切な環境管理を実施。

また、相手国において最終的にコンクリート構造物の一部となり無害化されること、またその
過程で残渣は排出されないことから、環境に影響を与える可能性はない。

荷積み

〔石炭灰の輸出における環境管理（例）〕
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飛散防止）

輸 送

荷揚げ

コンクリート等と
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密閉管内を
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残渣発生
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8（参考） 「輸送費＞販売価格」で石炭灰を輸出する合理性

石炭灰の輸出については、輸送距離の長さから「輸送費＞販売価格」となる場合でも、埋立
・最終処分の抑制、より付加価値の高い再資源化を通じた電気事業全体のコスト削減といっ
たメリットあり。

また、購入者にとっても、経済性・技術的有用性・環境負荷低減等の面でメリットがあり、関
係者双方にとって極めて合理的な経済行為。

この合理性を裏付けるように、電力会社は、グループ会社も含め専門組織を設置したり、分
級・攪拌設備への投資を行う等、人材・資金を投入し、再資源化に最大限取組んでいる。

〔石炭灰の輸出に伴うメリット〕

石炭灰埋立場の延命化による石
炭火力発電所の安定運用確保

最終処分量の更なる削減

より付加価値の高い再資源化を通
じた電気事業全体のコスト削減

販売者（電力会社等）

ｾﾒﾝﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄの製造コストの抑制

技術的有用性（ｺﾝｸﾘｰﾄの強度向上・
ひび割れ抑制、施工性の向上等）

天然資源（石灰石、粘土）の消費抑制

セメント製造時の燃料消費・CO2抑制

購入者

双方にメリット



9２－１ コンクリート混和材の取扱い （２）バーゼル法

バーゼル法は、条約付属書Ⅳに掲げる処分作業、すなわち「最終処分」または「リサイク
ル」を行うために輸出される物が対象。

コンクリート混和材については、先述のとおり製品として販売されており、 「最終処分」「リ
サイクル」のいずれにも該当しないことから、バーゼル法の対象外貨物として、その旨証
明等※を頂きたい。 ※9/29第1回会議で示された輸出円滑化の取組み

〔バーゼル法の規制対象物の考え方〕

出典：環境省・経済産業省



10２－２ セメント原材料への規制 （１）廃掃法（輸出確認申請）

① 有効期間の複数年化

廃掃法に基づく輸出確認の有効期間については、現状、「一年を超えない期間」と定めら
れているが、これを初回申請後、特段の問題がない場合は、二回目の申請以降、有効期
間を複数年にして頂きたい。

② 更なる審査の短縮化

輸出確認は、地方環境事務所を窓口として本省でも審査が行われており、相当の期間
（本省・地方で各3ヶ月）を要している。一部の審査は地方で完結しているが、今後この地
方に委任する範囲の拡大等により、更なる審査の短縮化を図って頂きたい。

〔廃掃法施行規則 関連条文〕

① 有効期間の複数年化関連 （則第十二条の十二の二十五「産業廃棄物の輸出の確認の申請」第2項の三）

当該産業廃棄物の輸出を行う期間（前号に規定する日から起算して一年を超えない期間とす
る。以下この条及び次条において「確認の有効期間」という。）

② 更なる審査の短縮化関連 （則第二十条「権限の委任」 第1項の八）

法第十五条の四の七第一項において読み替えて準用する法第十条第一項に規定する権限（同
項の確認に係る第十二条の十二の二十五第一項第二号 、第四号及び第八号から第十号までに掲げる事項
が、過去になされた法第十五条の四の七第一項 において読み替えて準用する法第十条第一項 の確認に係

る当該事項と同一である場合に限る。）。
現状、過去分から大きな変更がない申請の一部は地
方環境事務所に委任（＝一部の審査は地方で完結）
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セメント原材料については、現状、バーゼル法関連告示に該当する規制対象物として、同
法に基づく輸出手続きを実施。

しかし、同告示で定める基準は、化学施設等から排出される汚泥の海洋投入処分を対象と
している等の点において、長期に渡り安全に、かつ全量を再資源化しているセメント原材料
の輸出実態と乖離。

今後、同告示で定める各基準が、石炭灰を含む各貨物の輸出実態等を踏まえ合理的かど
うか、再検証頂きたい。

〔金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令 別表第三〕

項 条文 背景 ｾﾒﾝﾄ原材料の輸出実態

19 六価クロム化合物を含み、固形状
であって、金属省令（金属等を含む産業
廃棄物に係る判定基準を定める総理府令）の
別表第三（下記）に適合しない物

金属省令の別表第三は、
化学施設や建設工事から
排出される汚泥の海洋投
入処分を対象とした基準

石炭灰は海洋投入処
分するものではなく、
全量を原材料として
再資源化している

32 固形状であって、その混合液（重量
比一対三になるように蒸留水を混合）のpH
が2.0未満又は11.5を超える物

本項は船舶輸送時、船壁
に影響を与える腐食性物
質を規制するための基準

過去の国内運搬や輸
出の実績において、
船壁腐食の事象なし

項 物質

5 六価クロム化合物 検液一リットルにつき六価クロム0.05mg以下

〔バーゼル法関連告示 別表第三（セメント原材料の該当部分抜粋）〕

乖離

２－２ セメント原材料への規制 （２）バーゼル法

乖離
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３ まとめ



13まとめ

石炭灰については、主な再資源化先であるセメント国内需要の鈍化、石炭灰埋立場の残
容量減等の課題あり。2000年代に入り、これら課題への対応として、石炭灰輸出を開始。
この輸出は、石炭灰の再資源化の維持・拡大に大きく貢献してきた。

今後の石炭灰輸出の円滑化に向けた課題として、以下をご議論頂きたい。

（１）コンクリート混和材の取扱い
コンクリート混和材は、厳正な品質・環境管理、需要に応じた生産を行っており、かつ
関係者双方にとり合理的な金額で取引している製品
しかし、「輸送費＞販売価格」となることで、廃棄物と解釈される懸念あり。その場合、
長期の審査、購入者側における廃棄物としての取扱いを要し、商機を逃しかねない
相手国の技術規格に適合し商品価値を有した時点、すなわち発電所から出荷された
時点から製品として、廃掃法・バーゼル法とも対象外である証明等を頂きたい

（２）セメント原材料への規制
廃掃法の輸出確認：有効期間の複数年化、更なる審査の短縮化
バーゼル法：関連告示の合理性を再検証

これらをご承認頂くことで、石炭灰の輸出拡大に伴う以下のメリットが期待される。
石炭灰埋立場の延命化による石炭火力発電所の安定運用確保
最終処分量の更なる削減（＝再資源化率の更なる向上）
より付加価値の高い再資源化を通じた電気事業全体のコスト削減（＝電気料金の低
廉化への貢献）
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以下参考資料



15（参考）石炭灰の種類

出典： 日本フライアッシュ協会

〔石炭灰の発生フロー〕石炭火力発電所で発生する石炭灰は、以下
の2種類。

フライアッシュ：石炭灰全体の85～95%。排ガス
処理設備の一つである電気集じん器にて補集

クリンカアッシュ：同5～15%。ボイラの底に落下
し捕集

このうち、輸出する石炭灰は大半がフライアッ
シュである。



出典： 日本フライアッシュ協会

16（参考）フライアッシュの概要

出典： 日本フライアッシュ協会

〔フライアッシュ外観（電子顕微鏡写真）〕

フライアッシュは球形をした微細粒子。セメントに混合すると、主成分であるシリカとアルミ
ナが、セメントの水和時に生成される水酸化カルシウムと反応（ポゾラン反応）し、耐久性
や水密性が向上する等の特長がある。

〔フライアッシュの化学組成例〕

出典： 日本フライアッシュ協会

〔フライアッシュコンクリートの特長〕

長期強度の向上

乾燥収縮（ひび割れ）の低減

アルカリシリカ反応（骨材表面に生成される
けい酸ソーダによる水分吸収→膨張→ひ
び割れ現象）の抑制

流動性（施工性）の向上

水密性の向上

水和熱の減少
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国内での石炭灰発生量は年々増加傾向にあり、直近で年間約1,300万トン。うち、電気事業
分が約1,000万トンと大半を占める。

電力会社は、循環型社会の形成に向け、石炭灰の再資源化に最大限の取り組みを実施。
その結果、近年の石炭灰の再資源化率は、96%以上と高水準で推移。

電源としての石炭火力発電所は、安定性・経済性に優れたベースロード電源であり、この安
定運用のため、石炭灰の再資源化の継続・拡大は今後も極めて重要な課題。

〔石炭灰の発生量の推移〕

出典：石炭エネルギーセンター
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【培養土】

【緑化コンクリート】

（参考）石炭灰の再資源化例



19（参考）石炭灰の輸出手続き

再生資源等の輸出にあたっては、当該貨物の有害性・価値性を踏まえた上で、「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律（廃掃法）」「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法
律（バーゼル法）」「外国為替及び外国貿易法（外為法）」等の手続きが必要。

これら手続きには、申請1回につき約1,200ページに及ぶ膨大な書類作成、及び1年以上も
の審査期間を要している。

〔再生資源等の輸出入手続き〕

出典：日本産業廃棄物処理振興センター

〔輸出入手続き書類（例）〕



20（参考）H25環境省通知（環廃産発第1303299号）に照らしたコンクリート混和材の
有価物判断

通知文（有価物要件） コンクリート混和材の有価物判断（◎：有価物要件を満足）

物の
性状

・利用用途に要求される品質を満足し、生
活環境の保全上の支障（飛散・流出・悪
臭等）が発生しない

・生活環境の保全に係る関連基準を満足

・JIS規格等の客観的な基準が存在する場
合はこれに適合

・十分な品質管理

◎

・以下のような厳正な品質管理を実施
- 燃料段階からの適切な管理（炭種・混炭比率の選定）
- 品質を調整（選別・分級・攪拌等）
- 他の石炭灰と区別した専用サイロでの保管
- 出荷品の性状確認

・これら厳正な品質管理を通じ、相手国の技術規格（米国
ASTM C618、欧州EN450-1･2等）に適合

・飛散・流出が発生しないよう、環境面でも適切に管理（サイ
ロ保管、密閉運搬等）

排出の
状況

・排出が需要に沿って計画的

・排出前・排出時に適切な保管や品質管理
◎
・需要に応じた生産調整を行い、必要量を出荷

・上記の通り厳正な品質管理、環境管理を実施

通常の取
扱い形態

・製品としての市場が形成

・通常廃棄物として処理されない
◎
・世界的に豊富に流通し、市場を形成

・需要に応じて生産するため、廃棄物として処理されない

取引価値
の有無

・有償譲渡がなされており、当該取引に客
観的な経済的合理性がある

・処理料金に相当する金品受領がない

・当該譲渡価格が、競合製品や運送費等
の諸経費を勘案しても双方にとり合理的

・当該有償譲渡先以外の者に対する有償
譲渡の実績がある

◎

・混和材はセメントの代替として活用され、高い取引価値あり。
世界的に需要が大きく、数千円/トンでの販売事例が多数
存在。

・国内でも完全有価（輸送費＜販売価格）の実績多数。
（セメントの価格は8,800～13,800円/t［出典：建設物価］。
一方、コンクリート混和材は6,400～7,500円/t［出典：同上］
と、これより安価のため、代替材として有利）

占有者の
意思

・占有者の意思として、適切利用し若しくは
他人に有償譲渡する意思が認められる、
又は放置・処分の意思が認められない

◎
・電気業の石炭灰は、資源有効利用促進法の指定副産物と
して再資源化が求められており、電力会社はグループ会社
も含め専門組織を設置し、再資源化に最大限取組み中



21（参考）コンクリート混和材に関する各国の技術規格（例）

コンクリート混和材について、各国はJISと同様な技術規格を有している。また、技術規格を
有していない場合でも、大半の国は米国又は欧州いずれかの規格を準用している。

コンクリート混和材を輸出する際には、相手国における技術規格（または相手国が準用す
る規格）に適合させた上で出荷することとなる。



22（参考）廃掃法輸出確認に係る本省から地方環境事務所への権限委任

輸出確認は、廃掃法において、環境大臣（本省）が行う旨規定されている。但し、過去分か
ら大きな変更がない申請の一部については、地方環境事務所に権限が委任されている。

〔廃掃法 輸出確認関連条文〕

則第二十条「権限の委任」 第1項の八
法第十五条の四の七第一項において読み替えて準用する法第十条第一項に規定する権限（同項の確認に係る第十
二条の十二の二十五第一項第二号、第四号及び第八号から第十号までに掲げる事項が、過去になされた法第十五
条の四の七第一項において読み替えて準用する法第十条第一項の確認に係る当該事項と同一である場合に限る）

則第十二条の十二の二十五「産業廃棄物の輸出の確認の申請」 第1項
法第十五条の四の七第一項 において準用する法第十条第一項 の規定により産業廃棄物の輸出の確認を受けよう
とする者は、次に掲げる事項を記載した様式第三十号による申請書を環境大臣に提出しなければならない。
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
二 当該産業廃棄物の種類及び性状
三 当該産業廃棄物の数量
四 申請者が都道府県又は市町村以外の者である場合には、当該産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在
地並びに施設の種類
五 当該産業廃棄物又は当該産業廃棄物を輸出の相手国において処分するために処理したものの運搬を行う者
の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
六 運搬施設の種類及び運搬経路
七 当該産業廃棄物又は当該産業廃棄物を輸出の相手国において処分するために処理したものの処分を行う者
の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
八 前号の処分を行うための施設の種類、設置場所、処理能力（当該施設が廃棄物の最終処分場である場合に
あつては、埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量）、処理方式並びに構造及び設備の概要
九 前号に規定する施設における処分に伴い生ずる排ガス及び排水の処理方法
十 第八号に規定する施設に係る放流水の水質及び水量、放流方法並びに放流先の概況
十一 輸出予定年月日

赤字の事項が過去分から変更がない申請は、地方環境
事務所に権限委任（＝審査が地方で完結）


